
沖縄市契約規則の一部改正 新旧対照表 

改正案 現行 

（入札執行の伺い） 

第 6 条 入札を行なおうとするときは、沖縄市文書取扱規程（平成 18

年沖縄市訓令第4号）に定める起案用紙に、次の各号に掲げる事項を

記載し、入札執行公告案（指名競争入札の場合は、入札参加者の選定

書及び入札通知案）及び契約書案並びに工事請負等で設計を要するも

のにあっては設計書を添付し、沖縄市事務決裁規定（平成 12年 3月

14日訓令第2号）に基づく決裁を受けなければならない。 

(1) 入札に付する事項  

(2) 入札執行の方法  

(3) 予算所属年度及び支出科目  

(4) 予算額及び実施設計額  

(5) 保証金の率  

(6) その他必要な事項 

（入札執行の伺い） 

第 6 条 入札を行なおうとするときは、沖縄市文書取扱規程（平成 18

年沖縄市訓令第4号）に定める起案用紙に、次の各号に掲げる事項を

記載し、入札執行公告案（指名競争入札の場合は、入札参加者の選定

書及び入札通知案）及び契約書案並びに工事請負等で設計を要するも

のにあつては設計書を添付し、市長の決裁を受けなければならない。 

(1) 入札に付する事項  

(2) 入札執行の方法  

(3) 予算所属年度及び支出科目  

(4) 予算額及び実施設計額  

(5) 保証金の率  

(6) その他必要な事項 

（入札保証金に代わる担保） 

第 11条 第 9条の入札保証金の納付は、次の各号に掲げる担保の提供

をもってこれに代えることができる。 

（1） 国債及び地方債 

（2） 銀行その他市長が確実と認める金融機関（以下「銀行」という。）

が振り出し、又は支払保証をした小切手 

（3） 銀行が引受け、又は保証若しくは裏書をした手形 

（4） 銀行に対する定期預金債券 

（5） その他市長が確実と認める有価証券 

（入札保証金に代わる担保） 

第 11条 第 9条の入札保証金の納付は、次の各号に掲げる担保の提供

をもつてこれに代えることができる。 

（1） 日本電信電話公社の発行する債券（以下「公社債」という。） 

（2） 銀行その他市長が確実と認める金融機関（以下「銀行」という。）

が振り出し、又は支払保証をした小切手 

（3） 銀行が引受け、又は保証若しくは裏書をした手形 

（4） 銀行に対する定期預金債券 

（5） その他市長が確実と認める有価証券 

（担保、価格の算定） 

第 12条 前条各号に掲げる担保の価格は、次の各号に掲げる担保につ

いて当該各号に定めるところによる。 

（担保、価格の算定） 

第 12条 前条各号に掲げる担保の価格は、次の各号に掲げる担保につ

いて当該各号に定めるところによる。 



（1） 国債及び地方債は、額面金額の８割に相当する金額 

（2） 銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手は小切手金額 

（3） 銀行が引き受け又は保証若しくは裏書をした手形、手形金額（そ

の手形の満期の月が当該手形を提供した日の 1月後であるときは、

提供した日の翌日から満期の日までの期間に応じ、当該手形金額を

一般の金融市場における手形の割引率によって割引いた金額） 

（4） 銀行に対する定期預金債権、当該債権証書に記載された債権金    

  額 

（5） その他市長が確実と認める有価証券、市長が適当と認める金額 

（1） 公社債は、額面金額の８割に相当する金額 

（2） 銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手は小切手金額 

（3） 銀行が引き受け又は保証若しくは裏書をした手形、手形金額（そ

の手形の満期の月が当該手形を提供した日の 1月後であるときは、

提供した日の翌日から満期の日までの期間に応じ、当該手形金額を

一般の金融市場における手形の割引率によつて割引いた金額） 

（4） 銀行に対する定期預金債権、当該債権証書に記載された債権金    

  額 

（5） その他市長が確実と認める有価証券、市長が適当と認める金額 

（契約書の作成） 

第 33条 競争入札により落札者が決定したとき、又は随意契約による

相手方が決定したときは、すみやかに契約書（第6号様式）を作成し

なければならない。 

2 前項により契約書を作成する場合は、その必要に応じて次の各号に

掲げる事項を記載しなければならない。 

（1） 契約の目的 

（2） 契約金額 

（3） 契約保証金 

（4） 契約履行の場所 

（5） 契約代金の支払い又は受領の時期及び方法 

（6） 監督及び検査 

（7） 履行期限 

（8） 当事者の一方から設計の変更又は工事の中止の申出があった場

合における損害の負担に関する事項 

（9） 履行遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金

その他の損害金 

（10） 契約不適合責任 

（11） 危険負担 

（契約書の作成） 

第 33条 競争入札により落札者が決定したとき、又は随意契約による

相手方が決定したときは、すみやかに契約書（第6号様式）を作成し

なければならない。 

2 前項により契約書を作成する場合は、その必要に応じて次の各号に

掲げる事項を記載しなければならない。 

（1） 契約の目的 

（2） 契約金額 

（3） 契約保証金 

（4） 契約履行の場所 

（5） 契約代金の支払い又は受領の時期及び方法 

（6） 監督及び検査 

（7） 履行期限 

（8） 当事者の一方から設計の変更又は工事の中止の申出があつた場

合における損害の負担に関する事項 

（9） 履行遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金

その他の損害金 

（10） かし担保責任に関する事項 

（11） 危険負担 



（12） 契約に関する紛争の解決方法 

（13） 契約の解除に関する事項 

（14） その他必要な事項 

3 工事又は製造の請負契約にかかる契約書には、その付属書類として

品名、数量、単価、金額等を記載した工事費内訳明細書工程表、図面、

設計書及び仕様書その他添付の必要があると認める書類を添付しな

ければならない。ただし、契約担当者が契約の性質その他特別の理由

によりその添付の必要がないときはその添付を省略することができ

る。 

（12） 契約に関する紛争の解決方法 

（13） 契約の解除に関する事項 

（14） その他必要な事項 

3 工事又は製造の請負契約にかかる契約書には、その付属書類として

品名、数量、単価、金額等を記載した工事費内訳明細書工程表、図面、

設計書及び仕様書その他添付の必要があると認める書類を添付しな

ければならない。ただし、契約担当者が契約の性質その他特別の理由

によりその添付の必要がないときはその添付を省略することができ

る。 

（工事の中止又は変更） 

第 59条 市長は必要があると認めるときは、工事の施行を中止し、又

は設計若しくは仕様書の変更をすることができる。 

                                

                       

2 前項の規定により契約金額の増減をする必要があるときは、工事内

訳明細書（第 14号様式）により算出し、これによることができない

ときは、市長、当該請負者と協議して定める。 

（工事の中止又は変更） 

第 59条 市長は必要があると認めるときは、工事の施行を中止し、又

は設計若しくは仕様書の変更をすることができる。 

2 工事の設計又は仕様を変更する場合は、旧契約金額の30パーセント

の額を越えない範囲内で増減することができる。 

3 前 2項の規定により契約金額の増減をする必要があるときは、工事

内訳明細書（第 14号様式）により算出し、これによることができな

いときは、市長、当該請負者と協議して定める。 

（部分払いの制限） 

第75条 前条の規定による部分払いの回数は、次の制限による。 

（1） 契約金額 500万円未満 1回 

（2） 契約金額 500万円以上1,000万円未満 2回 

（3） 契約金額 1,000万円以上3,000万円未満 3回 

（4） 契約金額 3,000万円以上  4回 

                                

          

（部分払いの制限） 

第75条 前条の規定による部分払いの回数は、次の制限による。 

（1） 契約金額 500万円未満 1回 

（2） 契約金額 500万円以上1,000万円未満 2回 

（3） 契約金額 1,000万円以上 3,000万円未満 3回 

                   

2 契約金額が 3,000 万円以上の場合は、3,000 万円をこえるごとに 1

回増すことができる。 

(契約不適合責任) 

第 79条 市長は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契

約の内容に適合しないもの(以下「契約不適合」という。)であるとき

（かし担保） 

第 79条 請負工事に対して、かし担保の契約をしたときは、その期間

内における破損又は異常に対し、市長が指定した期間内に自己の費用



は、請負者に対し、目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追

完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を

要するときは、市長は、履行の追完を請求することができない。 

2  前項の場合において、請負者は、市に不相当な負担を課するもので

ないときは、市が請求した方法と異なる方法による履行の追完をする

ことができる。 

3  第 1 項の場合において、市長が相当の期間を定めて履行の追完の

催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、市長は、その不適

合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の

各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金

の減額を請求することができる。 

 (1) 履行の追完が不能であるとき。 

 (2) 請負者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (3) 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又

は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することがで

きない場合において、請負者が履行の追完をしないでその時期を経過

したとき。 

 (4) 前 3号に掲げる場合のほか、市長がこの項の規定による催告を

しても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

をもつて補修し、又は取換えなければならない。ただし、天災地変そ

の他さけることができないものと認められるときは、この限りでな

い。 

2 請負者が前項の規定による義務を履行しないときは、市長は第三者

に補修させ、その費用は請負者から徴収する。 

 

                                

                                 

                                 

                                 

                                 

                            

                                                              

                                                                

                                                                

                                                                

             

                                                                

                                                                

 


